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設立

設置都市等

代表者

（１）沿革

設置経緯

見直しの動向

役割（2017年時点）

（２）　組織体制

常勤職員数 0 人
うち常勤研究員数 0 人
非常勤研究員数 3 人

庶務体制

市民参加、外部連携

（３）会計

2017年度予算
2016年度決算
2015年度決算

順位
1位
2位
3位
4位
順位
1位
2位
3位
4位

千円
千円
千円

自治体の内部組織の場合の
事業活動収入の主な内訳
（多い順に選択）

収入種別
設置部局の予算

特に行っていない　

○研究所内にて行っている。

0
0
0

収入種別

会計規模※人件費・間接費（オフィス賃借料、水道光熱費等）は含まない

自治体の内部組織以外の団
体の場合の事業活動収入の
主な内訳
（多い順に選択）

専門性確保に関する特徴
（複数選択可）

専門的な知識を有した研究員の採用　　
外部有識者の活用（研究員として採用した者を除く）
大学・非営利活動法人等と連携した研究の実施　　
設置市の企画部署と連携した研究の実施　　　　　
設置市の関係部署と連携した研究の実施　　　　　
その他 

２　組織動向

みうら政策研究所

神奈川県三浦市城山町1番1号

046-882-1111

046-882-2836

http://www.city.miura.kanagawa.jp/kenkyujyo/index.html

seisaku0101@city.miura.kanagawa.jp

１　組織概要

設置形態（択一）

自治体の内部組織
常設の任意団体（提言等を行う会議体型の団体も含む）
公益法人（財団法人・社団法人）
大学の附置機関
広域連合
その他（市内部の「常設型の提言機構」） 

2003年4月1日

三浦市

草野　惠一（所長／合同会社コラボ・ケイ代表社員）

○2002年度から、横須賀市に設置された「横須賀市都市政策研究所」に職員を派遣し政策研
究に関するノウハウを得ると同時に、自治体枠を超えた政策協働研究を実現している。
○第4次三浦市総合計画では、行政だけでなく市民もまちづくりの重要な担い手とし、行政と市
民を車の両輪に例えている。行政側については、2003年設置の政策経営室を再編し、2006年
度、政策立案機能と企画調整機能の効率化を図り、「政策経営部」を設置した。2003年4月に
は、もう一方の市民側の輪としての役割を担うべく、市内部の「常設型の提言機構」として、「み
うら政策研究所」を設置した。

○2003年設置以降、テーマ検討から研究成果の公表・周知までを4月から翌年3月の１年間で
行うことを基本としていたが、2008年より、研究成果をより実効性のあるものとすることを目的と
し、可能な限り翌年度の予算に反映させるサイクルを実現するため、8月から翌年7月の1年間
を基本とすることにした。
○2013年以降は、参加職員の負担軽減や、若手職員の基礎的な政策立案能力の習得を目的
とし、6月から8月までの約3か月間で個人研究を行うことにした。

○第三者（学識経験者・市民有識者等）が入った「常設型の提言機構」として、客観的立場から
の報告・提言を行う。
○若手職員の政策立案能力を向上させるための提言機構として、各研究員がそれぞれの研究
テーマにそって職員提案を行う。



組織名 みうら政策研究所

（１）活動実績
調査研究の概要

（研究成果を閲覧できる機関（国会図書館等）や
URLがある場合は末尾に記入）

・　三浦市で創業しようとする若者の不安解消
のため、新たな創業支援メニューとして、３点を
新設する。①先輩創業者との交流会の開催、
②空き店舗・空き家のリノベーション費用の一
部補助、③創業初期の宣伝広告支援として、
市内で開催されるイベントでの創業店舗ツアー
の開催
・　この取組により、若者や移住者が入り、空き
家・空き店舗が活用されることで、小規模でも
個性的な店舗が増えることにより、観光地とし
ての魅力が向上する、という効果が得られる。

・　大規模災害への備えが求められている中、
分娩施設が休止して分娩に従事する専門家が
活用できていないなどの状況があることから、
県助産師会と三浦市、三浦市立病院との間
で、災害時に助産師が避難所や医療機関など
で、妊産婦や乳幼児らをケアすることなどを内
容とする、災害協定を締結する。
・　この取組により、広域的な支援が得られる、
災害時に限られた医療スタッフを効果的・効率
的に配置できる、などの効果が得られる。

・　市ホームページが、一定のルールで管理さ
れておらず、閲覧者の目線に立っていないこと
から、職員研修の実施、ホームページ管理用
のデータベースの作成等を行う。
・　この取組により、職員のスキル及び意識の
向上を図り、HP全体の統一感を保持し、閲覧
者が情報を得やすいホームページになる、閲
覧者に対し誤りのない最新の情報を提供する
ことができる、などの効果が得られる。

定期刊行物

（２）活動のマネジメント状況

研究員の業務分担

研究員の専門性
育成の手立て

研究員のキャリアパス等

その他
○当研究所は会議体として運営されており、常勤の職員はいない。非常勤研究員は、外部有識
者である専門委員と、市職員の研究員とに分類される。市職員の研究員は、所属課とは別に当
研究所研究員としての任命を受けており、所属課の業務と並行して研究業務を行っている。

４　特記事項

ウ　活動の評価とその反映
（複数選択可）

設置市の行政評価制度により評価を受けている

ア　テーマ決定
（複数選択可）

設置市からの要請　
外部有識者等からの助言・示唆
貴団体・組織で、設置市の総合計画等に明記された重要課題から選択　
貴団体・組織で自ら発案
その他（研究員が自ら発案） 

イ　情報発信
（複数選択可）

設置市の議員や幹部職員に、報告や提言を行う
設置市の関係部署に、報告や提言を行う
設置市の庁内の広範囲に、成果物を配布する
報告会を実施する
日常的活動を、ＨＰ・メールマガジン・ニューズレター等で周知する
その他
特に行っていない　

○過去のキャリアパス例
ⅰ）スポーツ課‐農産課（当研究所参加）－政策経営課
ⅱ）福祉課‐市立病院庶務課（当研究所参加）－政策経営課

○外部有識者である専門委員（非常勤研究員）による助言・指導

運営委員会等、貴団体・組織の運営に関わる機関から評価を受けている
外部有識者から評価を受けている　
報告会・アンケート等の機会を設けて、評価を受けている  
その他
特にそういう機会はない

○画一的な業務分担は特にない。研究内容、研究手法に合わせ、適宜研究員の業務分担が行
われる。

災害時の妊婦支援体制の構築

調査研究名

空き店舗を活用した若者向け新たな創業支援
メニューの提案

３　活動動向

2017年度に実施した
調査研究

市ホームページの改善について


	カルテ用

